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はじめに 

トヨタファイナンス株式会社は、2026 年 8 月 18 日、ブロックチェーン技術を活用した社債、いわゆるセ
キュリティトークン社債として、「トヨタファイナンス第 2 回セキュリティトークン社債（愛称：TOYOTA 
Wallet つむぐボンド）」の発行を公表し、同日より募集を開始しました。今回の発行は、同社として 2 回目
のセキュリティトークン社債の発行ですが、今回の取組みは、前回の発行を単に踏襲するものではなく、ト
ヨタグループとして初の自己募集による公募型セキュリティトークン社債である点に大きな特徴があります。 

長島・大野・常松法律事務所は、今回の発行において発行体側リーガルカウンセルを務めています。セキ
ュリティトークン社債は実例が蓄積されつつありますが、自己募集による発行事例はいまだ限定的であり、
本ニュースレターでは、発行概要及び主な法的論点についてご紹介します。 

発行概要 

1. セキュリティトークン社債の概要 

セキュリティトークン社債とは、社債に表示される権利をトークン化、すなわち、ブロックチェーン等の
分散型台帳上の記録により取引を可能としたものです。今回、トヨタファイナンス株式会社（以下「トヨタ
ファイナンス」）が発行するセキュリティトークン社債（以下「本 ST債」）は、自己募集という枠組みを活用
して、トヨタファイナンシャルサービス株式会社（以下「TFS」）が提供するスマートフォン決済・モビリテ
ィサービスアプリ「TOYOTA Wallet」を経由して申込みができる仕組み等を採用しています。 

本 ST債の概要は以下のとおりです。  

https://www.toyota-finance.co.jp/newsrelease/entry/20260818.html
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銘柄名称 トヨタファイナンス株式会社 第 2回無担保セキュリティトークン社債 
（社債間限定同等特約及び譲渡制限付） 

愛称 TOYOTA Wallet つむぐボンド 

社債総額 10億円 

年限 1年 

払込期日 2026年 10月 27日 

償還期限 2027年 10月 27日 

ファイナンシャルアドバイザー SMBC 日興証券株式会社 

社債管理者 株式会社三井住友銀行 

プラットフォーム ibet for Fin（提供会社：株式会社 BOOSTRY） 

発行体リーガルカウンセル 長島・大野・常松法律事務所 

2. 自己募集に至った背景 

トヨタファイナンスは、2025年 3月に、既に第 1回セキュリティトークン社債（愛称：トヨタウォレット
ST債）を発行していますが、その際は証券会社による引受けを通じた販売形式でした。今回の第 2回債にお
いては、より良い投資体験とサービス提供を目指し、申込みから社債保有時の案内、特典提供までを一体的
に設計することが可能な自己募集での発行という形が選択されました。 

3. 本 ST債の主な特徴 

(1) TOYOTA Walletを経由した申込みの仕組み 

本 ST債では自己募集の仕組みを採用することにより、発行体（トヨタファイナンス）は、商品設計、投資
家への情報提供、申込みの受付、払込み及び社債権者の管理等の各プロセスを一体的に設計することができ
ます。また、証券会社を経由する従来型の販売方法と異なり、発行体自身による広告、情報提供及び申込手
続が投資家との主たる接点となるため、金融商品としての社債の内容及びリスクを投資家に適切に伝える観
点から、募集に関する表示、広告、ウェブサイト及びアプリ上の導線を一体として設計することが重要とな
ります。 

本 ST債では、TOYOTA Walletアプリが社債の発行・管理等に係る各プロセスにおいて重要な役割を担っ
ており、投資家は、この TOYOTA Walletアプリをインストール後、これを入口として、発行体の専用の申込
ページに遷移した上で、本 ST 債の申込みを行う仕組みであり、投資経験の少ない個人投資家も参加しやす
い設計となっています。一方、TOYOTA Wallet アプリ自体は、トヨタファイナンスの親会社である TFSの提
供するアプリであることから、これに関連して後述の論点が問題となります。 

(2) 特典の付与 

本 ST債には、購入した投資家へのインセンティブとして、TOYOTA Wallet 残高付与、モータースポーツ
の観戦体験、車の試乗体験等の特典が設けられています。なお、これらの特典は、商品設計上、本 ST債の一
部を構成するものとはしていません。 

4. 発行スキームの概要 

発行体（トヨタファイナンス）は、自己募集の方法で直接投資家に対して社債の取得勧誘を行います。投
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資家は、TOYOTA Walletアプリから専用の申込ページに遷移した上で、申込みを行い、当選後に申込証拠金
を振り込みます。社債管理者は、会社法上、社債権者のために元利金の弁済を受ける権限を有し、元利金は
社債管理者を通じて投資家に支払われます。プラットフォームとしては、株式会社 BOOSTRY が提供する
「ibet for Fin」が採用されており、ブロックチェーン上での社債の発行・管理・権利移転・償還が行われま
す。 

本 ST 債は公募形式のため、金融商品取引法上の開示規制への対応として発行登録追補書類が提出されて
います。 

主な法的論点 

本 ST 債の発行に当たっては、会社法上の社債にブロックチェーン技術を活用し、証券会社を介さず個人
投資家向けに自己募集で発行するという観点、購入した個人投資家へのインセンティブとして多様な特典を
付与するという観点等から、以下のような法的論点及び税務上の取扱いを検討する必要がありますが、この
他にも多様な論点が存在します。 
 

・TFS が提供する決済アプリである TOYOTA Wallet アプリを活用した本 ST 債の販売に関する金融規制
上の検討 

・社債の発行手続・権利移転・償還を TOYOTA Wallet アプリや ibet for Fin を活用してどのように行うか 
・社債要項の内容設計 
・特典設計における、税務上の利子該当性の検討 
・特定商取引に関する法律上の広告規制等への対応 
・発行登録追補書類の開示内容の検討 
・投資家の個人情報の取扱いの対応 
・証券会社を介さない自己募集における投資家向け説明の適切な実施方法の検討 
・その他各種レギュレーションの検討 

なお、関連して、2026 年 7 月 24 日、金融庁より、社債発行企業のグループ企業によるデジタル社債等の
勧誘に係る規制の緩和についてのパブリックコメント手続が実施されている点が注目されます。 

最後に 

本 ST債は、トヨタグループ初の自己募集による公募型セキュリティトークン社債として、TOYOTA Wallet
アプリという既存のモビリティサービスアプリと証券発行を融合させたスキームを活用し、証券口座を持た
ない個人投資家へのリーチを拡大するとともに、トヨタグループとの結びつきを活かした体験型特典という
インセンティブを提供するものです。セキュリティトークンは、従来と異なるユースケースを投資家に提供
していくことが期待される商品ですので、規制環境の変化も含め、当事務所としても最新の動向を継続して
お伝えしてまいります。 

2026年 8月 21 日 

 
  

https://www.fsa.go.jp/news/r8/sonota/20260724-2/20260724.html
https://www.fsa.go.jp/news/r8/sonota/20260724-2/20260724.html
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[執筆者] 

 

糸川 貴視（弁護士・パートナー） 
takashi.itokawa@nagashima.com 
 
J-REITを含む様々な発行体による有価証券の発行案件、買収ファイナンス、証券化、ス
トラクチャードファイナンス等のファイナンス取引及びこれらに関連するファイナン
ス規制を中心に取り扱う。また、不動産取引、M&A を含む企業法務全般にわたり幅広
く助言を行っている。2006年京都大学法学部卒業。2008 年京都大学法科大学院修了、
京都大学大学院医学研究科「医学領域」産学連携推進機構勤務。2009年弁護士登録（第
一東京弁護士会）、長島・大野・常松法律事務所入所。2015年 Duke University School 
of Law卒業（LL.M.）。2015年～2017年三井不動産株式会社勤務。 
 

 

宮下 優一（弁護士・パートナー） 
yuichi.miyashita@nagashima.com 
 
大手証券会社のエクイティ・キャピタル・マーケット部での勤務経験を活かし、株式の
公募増資、売出し、第三者割当増資、ブロックトレード、種類株式、新株予約権・ワラ
ント、社債、新株予約権付社債（CB）、サステナブルファイナンス等、キャピタルマー
ケット案件や投資家向け情報開示を幅広く取り扱う。公益社団法人 日本証券アナリス
ト協会 認定アナリスト（CMA）。キャピタルマーケット分野の著作・論文・セミナー多
数。 
2007 年大阪大学法学部卒業。2009 年京都大学法科大学院修了。2010 年長島・大野・
常松法律事務所入所。2016年 UCLA School of Law卒業（LL.M.）。2016年 Thompson 
Hine LLP（New York）勤務。2016年～2017年 SMBC 日興証券株式会社 エクイティ・
キャピタル・マーケット部勤務。2025 年～2026年農林水産省「農山漁村における企業
によるインパクト創出促進・証明書制度創設検討会」委員。2026 年農林水産省「農山
漁村インパクトの創出促進に向けた制度検討会」委員。 
「Lawyer of the Year」を The Best Lawyers in Japan 2026（Capital Markets Law部
門）にて受賞。Chambers Global 2026/Asia-Pacific 2026 –  各 Capital Markets 
Domestic 部門 受賞 (Band 3) 。Highly regarded, IFLR1000 2025 – Capital Markets
部門 受賞。Next Generation Partner, The Legal 500 Asia Pacific 2026 – Capital 
Markets部門 受賞。Recommended, Lexology Index Japan 2025 – Capital Markets
部門 受賞。 
 

 

遠藤 努（弁護士・パートナー） 
tsutomu.endo@nagashima.com 
 
2006 年東京大学文学部卒業。2009 年東京大学法科大学院修了。2016 年 University of 
Cambridge卒業（Master of Corporate Law）、2017 年 Vienna University of Economics 
and Business 卒業（LL.M. in International Tax Law）。国際取引や組織再編取引等に関
する税務アドバイス・プランニング案件に数多く取り組んでいるほか、これらの取引等
に関する紛争事案を含む多くの税務争訟案件において納税者を代理している。また、暗
号資産をはじめとする web3に関する税務問題も取り扱っており、自由民主党デジタル
社会推進本部 web3 ワーキンググループメンバーとして暗号資産税制に関する提言の
作成に関与するほか、一般社団法人日本暗号資産ビジネス協会（JCBA）税制検討部会
の法律顧問を務めている。 
 

mailto:tsutomu.endo@nagashima.com
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大野 一行（弁護士） 
kazuyuki.ohno@nagashima.com 
 
2012 年東京大学法学部卒業。2013 年弁護士登録（第一東京弁護士会）。2020 年
University of California, Berkeley, School of Law 卒業（LL.M.）。2020年～2024年金
融庁企画市場局総務課信用制度参事官室専門官。2023年～2024年法務省民事局付（併
任）。金融庁において、2021年銀行法等の改正、2022 年資金決済法等の改正、2024年
事業性融資の推進等に関する法律の立案に関与。 
 

 

馬渡 遥子（弁護士） 
yoko.motai@nagashima.com 
 
キャピタルマーケット、M&A・コーポレート、訴訟等を中心に広く企業法務一般に携わ
っている。 
2022 年東京大学法学部卒業、2024年東京大学法科大学院修了、2025年弁護士登録（第
一東京弁護士会）、長島・大野・常松法律事務所入所。 
 

 

【関連セミナーのご案内】 

＜オンデマンド配信＞ 
ADVANCE企業法セミナー： 

「自己募集型セキュリティトークン社債の最前線 
—トヨタファイナンス事例に学ぶ商品設計と法的実務」 

■配信期間：2026 年 8 月 28 日（金）～2026 年 10 月 2 日（金）16:00 

■セミナー概要： 

セキュリティトークン（ST）債は、単なる社債のデジタル化にとどまらず、発行体が投資家との関係を再
設計するための新たな手段として注目を集めています。本ウェビナーでは、トヨタファイナンスによる
「TOYOTA Wallet つむぐボンド」を題材に、自己募集型 ST 債の商品設計から法的実務までを横断的に解
説します。ゲストスピーカーであるトヨタファイナンシャルサービス 兼 トヨタファイナンス様より商品
概要・発行の狙い・TOYOTA Wallet の活用についてご紹介いただくとともに、長島・大野・常松法律事務
所の担当弁護士が、金商法上の「募集の取扱い」の該当性、2026 年 7 月公表のグループ企業による規制緩
和案、ポイント・優待等の特典設計における法務・税務上の境界、法定通貨以外の決済手段に関する資金
決済法上の論点等について、実務的な視点からディスカッション形式で掘り下げます。ST 債の発行や商品
設計をご検討中の企業の皆様にとって、業規制・特典設計・決済・税務の各論点を一度に俯瞰し、商品設
計の初期段階から法務・税務・事業部門が連携する重要性を把握いただける貴重な機会です。 

■スピーカー： 

川村誠一氏（トヨタファイナンシャルサービス株式会社 デジタルソリューション部 兼 トヨタファイナ
ンス株式会社 財務部） 
糸川貴視、宮下優一、遠藤努（長島・大野・常松法律事務所 弁護士） 

■視聴方法：公開後に改めてご案内差し上げます。 

※本セミナー動画は「Legal Lounge」会員限定コンテンツになります。 

https://www.nagashima.com/legal_lounge/
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本ニュースレターは、各位のご参考のために一般的な情報を簡潔に提供することを目的としたものであり、当事務所
の法的アドバイスを構成するものではありません。また見解に亘る部分は執筆者の個人的見解であり当事務所の見解
ではありません。一般的情報としての性質上、法令の条文や出典の引用を意図的に省略している場合があります。個
別具体的事案に係る問題については、必ず弁護士にご相談ください。 

 

ニュースレターの配信登録を希望される場合には、<https://www.nagashima.com/newsletters/>より「Legal 
Lounge」に会員登録ください。 
ニュースレターに関するお問い合わせ等につきましては、<newsletter@nagashima.com>までご連絡ください。 

 

https://www.nagashima.com/newsletters/
mailto:newsletter@nagashima.com
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